
 
 

 

 
令和６年名張市議会定例会  

 
 

 
令和６年９月定例議会提出議案（１）  

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名  張  市  



議案 

番号            目     次  

 

 ９  名張市監査委員条例等の一部を改正する条例の制定について                ４ 

１０  名張市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に 

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

    の制定について                                    ７ 

１１  名張市手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について                ９ 

１２  名張市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について              ２９ 

１３  財産の無償譲渡について                               ３１ 

１４  三重県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更に関する協議について           ３３ 

１５  令和６年度名張市一般会計補正予算（第３号）について                 ３５ 

１６  令和６年度名張市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）について      ３６ 

１７  令和６年度名張市東山墓園造成事業特別会計補正予算（第１号）について         ３７ 

１８  令和６年度名張市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について           ３８ 

１９  令和６年度名張市介護保険特別会計補正予算（第１号）について             ３９ 

２０  令和６年度名張市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について          ４０ 

２１  令和６年度名張市病院事業会計補正予算（第１号）について               ４１ 

２２  令和５年度名張市一般会計歳入歳出決算の認定について                 ４２ 

２３  令和５年度名張市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について      ４３ 

２４  令和５年度名張市東山墓園造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について         ４４ 

２５  令和５年度名張市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について           ４５ 

２６  令和５年度名張市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について             ４６ 

２７  令和５年度名張市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について          ４７ 

２８  令和５年度名張市国津財産区特別会計歳入歳出決算の認定について            ４８ 



 

２９  令和５年度名張市病院事業会計決算の認定について                   ４９ 

３０  令和５年度名張市水道事業会計決算の認定について                   ５０ 

３１  令和５年度名張市下水道事業会計決算の認定について                  ５１ 



議案第 ９ 号 

 

 

 

 

名張市監査委員条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 

 

名張市監査委員条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

   地方自治法の一部改正に伴い、関係条例について所要の改正を行おうとする。これ

が、この議案を提出する理由である。 
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名張市監査委員条例等の一部を改正する条例 

 （名張市監査委員条例の一部改正） 

第１条 名張市監査委員条例（昭和３９年条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改 

正する。 

改正後 改正前 

（請求又は要求に基づく監査） （請求又は要求に基づく監査） 

第３条 監査委員は、法第75条第１項、法

第98条第２項及び法第243条の２の８第

３項の規定による監査の請求があったと

き、又は法第199条第６項及び第７項の規

定により市長から監査の要求があったと

きは、監査の請求又は要求を受理した日

から10日以内に監査に着手しなければな

らない。 

 

第３条 監査委員は、法第75条第１項、法

第98条第２項及び法第243条の２の２第

３項の規定による監査の請求があったと

き、又は法第199条第６項及び第７項の規

定により市長から監査の要求があったと

きは、監査の請求又は要求を受理した日

から10日以内に監査に着手しなければな

らない。 

（名張市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 名張市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４２年条例第２７号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改 

正する。 

改正後 改正前 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第34条において準用する地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

の８第８項の規定により上下水道事業の

業務に従事する職員の賠償責任の免除に

ついて議会の同意を得なければならない

場合は、当該賠償責任に係る賠償額が200

万円以上である場合とする。 

 

第５条 法第34条において準用する地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

の２第８項の規定により上下水道事業の

業務に従事する職員の賠償責任の免除に

ついて議会の同意を得なければならない

場合は、当該賠償責任に係る賠償額が200

万円以上である場合とする。 

（名張市病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 名張市病院事業の設置等に関する条例（平成５年条例第２６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改 

5



正する。 

改正後 改正前 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第34条において準用する地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

の８第８項の規定により病院事業の業務

に従事する職員の賠償責任の免除につい

て議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が200万円

以上である場合とする。 

 

第５条 法第34条において準用する地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

の２第８項の規定により病院事業の業務

に従事する職員の賠償責任の免除につい

て議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が200万円

以上である場合とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 １０ 号 

 

 

 

 

名張市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を 

改正する条例の制定について 

 

 

 

 

名張市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第３４号）

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 

 

 

 

 

 

理 由 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改

正に伴い、同法の規定を引用している本条例の規定を整理するため、所要の改正を行

おうとする。これが、この議案を提出する理由である。 
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名張市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例 

名張市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第３４号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正 

する。 

改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 執行機

関 
事務 

特定個人情

報 

  執行機

関 
事務 

特定個人情

報 

 

 略 略 略   略 略 略  

 ４ 市

長 

生活に困窮する

外国人に対して

行う生活保護法

の取扱いに準じ

た保護の決定及

び実施、就労自

立給付金の支

給、保護に要す

る費用の返還又

は徴収金の徴収

に関する事務

（以下「生活困

窮外国人の保護

関係事務」とい

う。） 

略   ４ 市

長 

生活に困窮する

外国人に対して

行う生活保護法

の取扱いに準じ

た保護の決定及

び実施、就労自

立給付金の支

給、保護に要す

る費用の返還又

は徴収金の徴収

に関する事務

（以下「生活困

窮外国人の保護

関係事務」とい

う。） 

略  

 児童手当法

（昭和46年

法律第73

号）による

児童手当の

支給に関す

る情報であ

って規則で

定めるもの 

  児童手当法

（昭和46年

法律第73

号）による

児童手当又

は特例給付

（同法附則

第２条第１

項に規定す

る給付をい

う。）の支

給に関する

情報であっ

て規則で定

めるもの 

 

 略   略  

  

附 則 

この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 
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議案第 １１ 号 

 

 

 

 

名張市手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 

 

名張市手数料徴収条例（昭和４０年条例第１１号）の一部を改正する条例を別紙のと

おり制定する。 

 

 

 

 

令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 建築基準法の一部改正に伴い、同法の引用条文に生じた項ずれを整理するほか、所

要の改正を行おうとする。これが、この議案を提出する理由である。 
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名張市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

名張市手数料徴収条例（昭和４０年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正 

する。 

改正後 改正前 

別表第３（第２条関係）建築基準法（昭和

25年法律第201号）関係 

別表第３（第２条関係）建築基準法（昭和

25年法律第201号）関係 

 号 手数料を

徴収する

事務 

手数料の

名称 

手数料の

額 

  号 手数料を

徴収する

事務 

手数料の

名称 

手数料の

額 

 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

 ２ 法第７条

第１項

（法第88

条第１項

において

準用する

場合を含

む。）の

規定に基

づく検査

の申請又

は法第18

条第20項

（法第88

条第１項

において

準用する

場合を含

む。）の

規定に基

づく通知

に対する

審査 

完了検査

申請又は

完了通知

手数料 

別表第５

に定める

金額 

  ２ 法第７条

第１項

（法第88

条第１項

において

準用する

場合を含

む。）の

規定に基

づく検査

の申請又

は法第18

条第16項

（法第88

条第１項

において

準用する

場合を含

む。）の

規定に基

づく通知

に対する

審査 

完了検査

申請又は

完了通知

手数料 

別表第５

に定める

金額 

 

 ３ 法第７条 中間検査 別表第６   ３ 法第７条 中間検査 別表第６  
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の３第１

項（法第

88条第１

項におい

て準用す

る場合を

含む。）

の規定に

基づく検

査の申請

又は法第

18条第28

項（法第

88条第１

項におい

て準用す

る場合を

含む。）

の規定に

基づく通

知に対す

る審査 

申請又は

特定工程

工事終了

通知手数

料 

に定める

金額 

の３第１

項（法第

88条第１

項におい

て準用す

る場合を

含む。）

の規定に

基づく検

査の申請

又は法第

18条第19

項（法第

88条第１

項におい

て準用す

る場合を

含む。）

の規定に

基づく通

知に対す

る審査 

申請又は

特定工程

工事終了

通知手数

料 

に定める

金額 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

別表第19（第２条関係） 別表第19（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律（平成27年法律第53号）関係 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律（平成27年法律第53号）関係 

 号 手数料を

徴収する

事務 

手数

料の

名称 

手数料の額   号 手数料を

徴収する

事務 

手数

料の

名称 

手数料の額  

 １ 建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

等に関す

る法律（以

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

別表第20に

定める金額 

  １ 建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律（以下

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

別表第20に

定める金額 
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下この表

において

「法」とい

う。）第12

条第１項

又は第13

条第２項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能適

合性判定

に係る審

査 

適合

性判

定手

数料 

この表に

おいて

「法」とい

う。）第12

条第１項

又は第13

条第２項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能適

合性判定

に係る審

査 

適合

性判

定手

数料 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

別表第20（第２条関係） 別表第20（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律に基づく建築物エネルギー消費

性能適合性判定手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律に基づく建築物エネルギー消費性

能適合性判定手数料 

 建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定を

行う

建築

物の

床面

積の

区分 

１件当たりの手数料の金額   建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定を

行う

建築

物の

床面

積の

区分 

１件当たりの手数料の金額  

 建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画に建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

等に関

する法

律第34

その他の場合   建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画に建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

に関す

る法律

第34条

その他の場合  

 建築

物の

非住

宅部

分の

用途

が工

場等

（工

場そ

の他

市長

が別

建築物の非住

宅部分の用途

が工場等以外

である場合 

  建築

物の

非住

宅部

分の

用途

が工

場等

（工

場そ

の他

市長

が別

建築物の非住

宅部分の用途

が工場等以外

である場合 

 

 判定

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能確

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

  判定

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能確

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 
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条第３

項各号

に掲げ

る事項

が記載

されて

いる場

合の同

項に規

定する

他の建

築物に

おい

て、当

該建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画と

当該他

の建築

物にお

ける建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能確

保計画

が同様

の方法

により

評価さ

れたも

のであ

に定

める

用途

をい

う。

以下

この

表に

おい

て同

じ。）

であ

る場

合 

保計

画

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律第

２条

第１

項第

３号

の規

定に

基づ

き定

めら

れた

簡易

な評

価方

法で

あっ

て市

長が

別に

定め

る方

第３項

各号に

掲げる

事項が

記載さ

れてい

る場合

の同項

に規定

する他

の建築

物にお

いて、

当該建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能向

上計画

と当該

他の建

築物に

おける

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画が同

様の方

法によ

り評価

された

もので

ある場

に定

める

用途

をい

う。

以下

この

表に

おい

て同

じ。）

であ

る場

合 

保計

画

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第２

条第

１項

第３

号の

規定

に基

づき

定め

られ

た簡

易な

評価

方法

であ

って

市長

が別

に定

める

方法

13



る場合 法に

より

評価

され

たも

ので

ある

場合 

合 によ

り評

価さ

れた

もの

であ

る場

合 

 略 略 略 略 略   略 略 略 略 略  

備考 備考 

１ 建築物エネルギー消費性能向上計

画に建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第34条第３

項各号に掲げる事項が記載されて

いる場合の同項に規定する他の建

築物において、当該建築物エネルギ

ー消費性能向上計画と当該他の建

築物における建築物エネルギー消

費性能確保計画が同様の方法によ

り評価されたものである場合以外

の場合における工場等及び工場等

以外の用途を有する建築物の手数

料の金額は、次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額と

する。 

１ 建築物エネルギー消費性能向上計

画に建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第34条第３項

各号に掲げる事項が記載されてい

る場合の同項に規定する他の建築

物において、当該建築物エネルギー

消費性能向上計画と当該他の建築

物における建築物エネルギー消費

性能確保計画が同様の方法により

評価されたものである場合以外の

場合における工場等及び工場等以

外の用途を有する建築物の手数料

の金額は、次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額とす

る。 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

  ２ 略   ２ 略 

別表第21（第２条関係） 別表第21（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律に基づく建築物エネルギー消費

性能適合性変更判定手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律に基づく建築物エネルギー消費性

能適合性変更判定手数料 

 建築

物エ

ネル

ギー

１件当たりの手数料の金額   建築

物エ

ネル

ギー

１件当たりの手数料の金額  

 建築物

エネル

ギー消

その他の場合   建築物

エネル

ギー消

その他の場合  

 建築

物の

建築物の非住

宅部分の用途

  建築

物の

建築物の非住

宅部分の用途
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消費

性能

適合

性判

定を

行う

建築

物の

床面

積の

区分 

費性能

向上計

画に建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

等に関

する法

律第34

条第３

項各号

に掲げ

る事項

が記載

されて

いる場

合の当

該建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画の

変更に

係る同

項に規

定する

他の建

築物に

おい

て、当

該建築

物エネ

非住

宅部

分の

用途

が工

場等

（工

場そ

の他

市長

が別

に定

める

用途

をい

う。

以下

この

表に

おい

て同

じ。）

であ

る場

合 

が工場等以外

である場合 

消費

性能

適合

性判

定を

行う

建築

物の

床面

積の

区分 

費性能

向上計

画に建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

に関す

る法律

第34条

第３項

各号に

掲げる

事項が

記載さ

れてい

る場合

の当該

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画の変

更に係

る同項

に規定

する他

の建築

物にお

いて、

当該建

築物エ

ネルギ

非住

宅部

分の

用途

が工

場等

（工

場そ

の他

市長

が別

に定

める

用途

をい

う。

以下

この

表に

おい

て同

じ。）

であ

る場

合 

が工場等以外

である場合 

 判定

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能確

保計

画

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律第

２条

第１

項第

３号

の規

定に

基づ

き定

めら

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

  判定

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能確

保計

画

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第２

条第

１項

第３

号の

規定

に基

づき

定め

られ

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 
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ルギー

消費性

能向上

計画と

当該他

の建築

物にお

ける建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能確

保計画

が同様

の方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

れた

簡易

な評

価方

法で

あっ

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

評価

され

たも

ので

ある

場合 

ー消費

性能向

上計画

と当該

他の建

築物に

おける

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画が同

様の方

法によ

り評価

された

もので

ある場

合 

た簡

易な

評価

方法

であ

って

市長

が別

に定

める

方法

によ

り評

価さ

れた

もの

であ

る場

合 

 略 略 略 略 略   略 略 略 略 略  

備考 備考 

１ 建築物エネルギー消費性能向上計

画に建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第34条第３

項各号に掲げる事項が記載されて

いる場合の当該建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更に係る同

項に規定する他の建築物において、

当該建築物エネルギー消費性能向

上計画と当該他の建築物における

建築物エネルギー消費性能確保計

画が同様の方法により評価された

ものである場合以外の場合におけ

る工場等及び工場等以外の用途を

１ 建築物エネルギー消費性能向上計

画に建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第34条第３項

各号に掲げる事項が記載されてい

る場合の当該建築物エネルギー消

費性能向上計画の変更に係る同項

に規定する他の建築物において、当

該建築物エネルギー消費性能向上

計画と当該他の建築物における建

築物エネルギー消費性能確保計画

が同様の方法により評価されたも

のである場合以外の場合における

工場等及び工場等以外の用途を有
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有する建築物の手数料の金額は、次

に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額とする。 

する建築物の手数料の金額は、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額とする。 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

２ 略 ２ 略 

別表第22（第２条関係） 別表第22（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律に基づく建築物エネルギー消費

性能適合性判定に係る軽微な変更に該当す

る旨の証明書交付申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律に基づく建築物エネルギー消費性

能適合性判定に係る軽微な変更に該当する

旨の証明書交付申請手数料 

 建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定を

行う建

築物の

床面積

の区分 

１件当たりの手数料の金額   建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定を

行う建

築物の

床面積

の区分 

１件当たりの手数料の金額  

 建築物

の非住

宅部分

の用途

が工場

等（工

場その

他市長

が別に

定める

用途を

いう。

以下こ

の表に

おいて

同じ。）

である

場合 

建築物の非住宅部

分の用途が工場等

以外である場合 

  建築物

の非住

宅部分

の用途

が工場

等（工

場その

他市長

が別に

定める

用途を

いう。

以下こ

の表に

おいて

同じ。）

である

場合 

建築物の非住宅部

分の用途が工場等

以外である場合 

 

 判定に

係る建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能確

保計画

が、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

等に関

する法

律第２

条第１

項第３

号の規

定に基

づき定

左記以外

の評価方

法により

評価され

たもので

ある場合 

  判定に

係る建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能確

保計画

が、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

に関す

る法律

第２条

第１項

第３号

の規定

に基づ

き定め

左記以外

の評価方

法により

評価され

たもので

ある場合 
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められ

た簡易

な評価

方法で

あって

市長が

別に定

める方

法によ

り評価

された

もので

ある場

合 

られた

簡易な

評価方

法であ

って市

長が別

に定め

る方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

備考 略 備考 略 

別表第23（第２条関係） 別表第23（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律に基づく建築物エネルギー消費

性能向上計画認定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律に基づく建築物エネルギー消費性

能向上計画認定申請手数料 

１ 住宅の場合 １ 住宅の場合 

  

 

 

 

 

 

 

区分 

１棟当たりの手数料

の金額 

   

 

 

 

 

 

 

区分 

１棟当たりの手数料

の金額 

 

 申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

が、

その他の場合   申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

が、

その他の場合  

 申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

  申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 
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建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律第

35条

第１

項各

号に

掲げ

る基

準又

はこ

れと

同等

の基

準に

適合

する

もの

とし

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律第

35条

第１

項第

１号

の規

定に

基づ

き定

めら

れた

簡易

な評

価方

法で

あっ

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第35

条第

１項

各号

に掲

げる

基準

又は

これ

と同

等の

基準

に適

合す

るも

のと

して

市長

が別

に定

める

方法

によ

り技

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第35

条第

１項

第１

号の

規定

に基

づき

定め

られ

た簡

易な

評価

方法

であ

って

市長

が別

に定

める

方法

によ

り評
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技術

的審

査を

受け

たも

ので

ある

場合 

評価

され

たも

ので

ある

場合 

術的

審査

を受

けた

もの

であ

る場

合 

価さ

れた

もの

であ

る場

合 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

備考 略 備考 略 

２ 非住宅建築物の場合 ２ 非住宅建築物の場合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 

１棟当たりの手数料の

金額 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 

１棟当たりの手数料の

金額 

 

 申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

その他の場合   申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

その他の場合  

 申請に

係る建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能向

上計画

が、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

等に関

する法

律第35

条第１

項第１

号の規

定によ

り定め

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

  申請に

係る建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能向

上計画

が、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

に関す

る法律

第35条

第１項

第１号

の規定

により

定めら

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 
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律第

35条

第１

項各

号に

掲げ

る基

準又

はこ

れと

同等

の基

準に

適合

する

もの

とし

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

技術

的審

査を

受け

たも

ので

ある

場合 

られた

簡易な

評価方

法であ

って市

長が別

に定め

る方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

第35

条第

１項

各号

に掲

げる

基準

又は

これ

と同

等の

基準

に適

合す

るも

のと

して

市長

が別

に定

める

方法

によ

り技

術的

審査

を受

けた

もの

であ

る場

合 

れた簡

易な評

価方法

であっ

て市長

が別に

定める

方法に

より評

価され

たもの

である

場合 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

３ 複合建築物の場合 ３ 複合建築物の場合 

略 略 
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別表第24（第２条関係） 別表第24（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律に基づく建築物エネルギー消費

性能向上計画変更認定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律に基づく建築物エネルギー消費性

能向上計画変更認定申請手数料 

１ 住宅の場合 １ 住宅の場合 

 

区分 

１棟当たりの手数料

の金額 

  

区分 

１棟当たりの手数料

の金額 

 

 申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律第

35条

第１

項各

号に

その他の場合   申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第35

条第

１項

各号

に掲

その他の場合  

 申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律第

35条

第１

項第

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

  申請

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第35

条第

１項

第１

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 
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掲げ

る基

準又

はこ

れと

同等

の基

準に

適合

する

もの

とし

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

技術

的審

査を

受け

たも

ので

ある

場合 

１号

の規

定に

基づ

き定

めら

れた

簡易

な評

価方

法で

あっ

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

評価

され

たも

ので

ある

場合 

げる

基準

又は

これ

と同

等の

基準

に適

合す

るも

のと

して

市長

が別

に定

める

方法

によ

り技

術的

審査

を受

けた

もの

であ

る場

合 

号の

規定

に基

づき

定め

られ

た簡

易な

評価

方法

であ

って

市長

が別

に定

める

方法

によ

り評

価さ

れた

もの

であ

る場

合 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

２ 非住宅建築物の場合 ２ 非住宅建築物の場合 

 

区分 

１棟当たりの手数料の

金額 

  

区分 

１棟当たりの手数料の

金額 

 

 申請

に係

る建

築物

その他の場合   申請

に係

る建

築物

その他の場合  

 申請に

係る建

築物エ

左記以

外の評

価方法

  申請に

係る建

築物エ

左記以

外の評

価方法
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エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律第

35条

第１

項各

号に

掲げ

る基

準又

はこ

れと

同等

の基

準に

適合

する

もの

とし

ネルギ

ー消費

性能向

上計画

が、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

等に関

する法

律第35

条第１

項第１

号の規

定によ

り定め

られた

簡易な

評価方

法であ

って市

長が別

に定め

る方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画が、

建築

物の

エネ

ルギ

ー消

費性

能の

向上

に関

する

法律

第35

条第

１項

各号

に掲

げる

基準

又は

これ

と同

等の

基準

に適

合す

るも

のと

して

ネルギ

ー消費

性能向

上計画

が、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

に関す

る法律

第35条

第１項

第１号

の規定

により

定めら

れた簡

易な評

価方法

であっ

て市長

が別に

定める

方法に

より評

価され

たもの

である

場合 

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 
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て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

技術

的審

査を

受け

たも

ので

ある

場合 

市長

が別

に定

める

方法

によ

り技

術的

審査

を受

けた

もの

であ

る場

合 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

３ 複合建築物の場合 ３ 複合建築物の場合 

略 略 

別表第25（第２条関係） 別表第25（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律に基づく建築物エネルギー消費

性能基準適合認定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律に基づく建築物エネルギー消費性

能基準適合認定申請手数料 

１ 住宅の場合 １ 住宅の場合 

 

区分 

１件当たりの手数料の

金額 

  

区分 

１件当たりの手数料の

金額 

 

 申請

に係

る建

築物

が、建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

その他の場合   申請

に係

る建

築物

が、建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

その他の場合  

 申請に

係る建

築物の

共用部

分以外

の部分

が、建

築物の

エネル

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

  申請に

係る建

築物の

共用部

分以外

の部分

が、建

築物の

エネル

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 
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性能

の向

上等

に関

する

法律

第２

条第

１項

第３

号に

規定

する

基準

又は

これ

と同

等の

基準

に適

合す

るも

のと

して

市長

が別

に定

める

方法

によ

り技

術的

審査

を受

けた

ギー消

費性能

の向上

等に関

する法

律第２

条第１

項第３

号の規

定によ

り定め

られた

簡易な

評価方

法であ

って市

長が別

に定め

る方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

性能

の向

上に

関す

る法

律第

２条

第１

項第

３号

に規

定す

る基

準又

はこ

れと

同等

の基

準に

適合

する

もの

とし

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

技術

的審

査を

受け

たも

ギー消

費性能

の向上

に関す

る法律

第２条

第１項

第３号

の規定

により

定めら

れた簡

易な評

価方法

であっ

て市長

が別に

定める

方法に

より評

価され

たもの

である

場合 

26



もの

であ

る場

合 

ので

ある

場合 

 略 略 略 略   略 略 略 略  

備考 略 備考 略 

２ 非住宅建築物の場合 ２ 非住宅建築物の場合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 

１件当たりの手数料の

金額 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 

１件当たりの手数料の

金額 

 

 申請

に係

る建

築物

が、建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

上等

に関

する

法律

第２

条第

１項

第３

号に

規定

する

基準

又は

これ

その他の場合   申請

に係

る建

築物

が、建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

上に

関す

る法

律第

２条

第１

項第

３号

に規

定す

る基

準又

はこ

れと

その他の場合  

 申請に

係る建

築物

が、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

等に関

する法

律第２

条第１

項第３

号の規

定によ

り定め

られた

簡易な

評価方

法であ

って市

長が別

に定め

る方法

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

  申請に

係る建

築物

が、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

に関す

る法律

第２条

第１項

第３号

の規定

により

定めら

れた簡

易な評

価方法

であっ

て市長

が別に

定める

方法に

左記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 
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と同

等の

基準

に適

合す

るも

のと

して

市長

が別

に定

める

方法

によ

り技

術的

審査

を受

けた

もの

であ

る場

合 

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

同等

の基

準に

適合

する

もの

とし

て市

長が

別に

定め

る方

法に

より

技術

的審

査を

受け

たも

ので

ある

場合 

より評

価され

たもの

である

場合 

 略 略 略 略 略   略 略 略 略 略  

３ 複合建築物の場合 ３ 複合建築物の場合 

略 略 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第３の改正規定は、地域の自主性及

び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和６年

法律第５３号）附則第１条第３号の政令で定める日から施行する。 
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議案第 １２ 号 

 

 

 

 

名張市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 

 

名張市国民健康保険条例（昭和３６年条例第１号）の一部を改正する条例を別紙のと

おり制定する。 

 

 

 

 

令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 国民健康保険法の一部改正に伴い、国民健康保険の被保険者証を廃止するため、関

係規定を整理するほか、所要の改正を行おうとする。これが、この議案を提出する理

由である。 
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名張市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

名張市国民健康保険条例（昭和３６年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正 

する。 

改正後 改正前 

（保健事業） （保健事業） 

第７条 名張市は、法第72条の５に規定す

る特定健康診査等を行うものとするほ

か、これらの事業以外であって、被保険

者の健康の保持増進又は保険給付のため

に次に掲げる事業を行う。 

第７条 名張市は、法第72条の４に規定す

る特定健康診査等を行うものとするほ

か、これらの事業以外であって、被保険

者の健康の保持増進又は保険給付のため

に次に掲げる事業を行う。 

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略 

第12条 名張市は、世帯主が法第９条第１

項若しくは第５項の規定による届出をせ

ず又は虚偽の届出をした場合において

は、その者に対し10万円以下の過料を科

する。 

第12条 名張市は、世帯主が法第９条第１

項若しくは第９項の規定による届出をせ

ず若しくは虚偽の届出をした場合又は同

条第３項若しくは第４項の規定により被

保険者証の返還を求められてこれに応じ

ない場合においては、その者に対し10万

円以下の過料を科する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。ただし、第７条の改正規定は、公布

の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備

等及び経過措置に関する政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前

の例によることとされる場合におけるこの条例の施行の日以後にした行為に対する罰則

の適用については、なお従前の例による。 
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議案第 １３ 号 

 

 

財産の無償譲渡について 

 

次のとおり財産を無償譲渡する。 

 

１．対象物件 

・土地 

所  在 地 目 地積（公簿） 

名張市百合が丘西６番町３６番地 宅地 １０，３１７．２８㎡ 

 

・建物 （竣工年月：昭和６３年１１月） 

構  造 床面積 

鉄筋コンクリート造亜鉛メッキ鋼板葺４階建 

１階   ５８１．４３㎡ 

２階 １，７３２．９０㎡ 

３階   ６１７．９９㎡ 

４階   ６３７．７６㎡ 

※ 上記の土地・建物のほか、門、塀、テニスコート、舗装等の本件土地に存在する

一切の構築物を含む。 

 

２．譲渡の相手方 

大阪府東大阪市小若江３丁目４番１号 

学校法人近畿大学 

理事長 世耕 弘成 

 

３．無償譲渡の趣旨 

通学困難な生徒の安定的な住居確保とともに、人口減少下における高等教育機関の

本市への定着に向けた環境整備を図るため、相手方に所有権を移転するものである。 

 

４．譲渡の条件 

   相手方は譲渡物件を直接管理運営し、指定期日（令和１３年３月３１日）まで、現

に供されている教育寮の用に供するものとする。 
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令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 

 

理 由 

財産の無償譲渡をするため、地方自治法第９６条第１項第６号の規定により議決を

求めようとする。これが、この議案を提出する理由である。 
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議案第 １４ 号 

 

 

 

 

三重県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更に関する協議について 

 

 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、三重県 

後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約を別紙のとおり定めることについて、 

関係地方公共団体と協議するため、同法第２９１条の１１の規定に基づき議会の議決を

求める。 

 

 

 

 

令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 

 

 

 

 

 

 

理 由 

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部

改正に伴い、被保険者証等の用語を整理するため、本規約の一部を変更しようとする。

これが、この議案を提出する理由である。 
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三重県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約 

三重県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年三重県指令政策第１７―８６８号）の

一部を次のように変更する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正 

する。 

改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 項  目   項  目  

 略   略  

 資格確認書等の引渡し   被保険者証及び資格証明書の引渡し  

 資格確認書等の返還の受付   被保険者証及び資格証明書の返還の

受付 

 

 略   略  

  

   附 則 

 この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 

34



議案第 １５ 号 

 

 

 

 

令和６年度名張市一般会計補正予算（第３号）について 

 

 

 

 

  令和６年度名張市一般会計補正予算（第３号）を別冊のとおり定める。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 １６ 号 

 

 

 

 

令和６年度名張市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）について 

 

 

 

 

  令和６年度名張市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）を別冊のとお

り定める。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 １７ 号 

 

 

 

 

令和６年度名張市東山墓園造成事業特別会計補正予算（第１号）について 

 

 

 

 

  令和６年度名張市東山墓園造成事業特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定め

る。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 １８ 号 

 

 

 

 

令和６年度名張市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

 

 

 

  令和６年度名張市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 

 

 

38



議案第 １９ 号 

 

 

 

 

令和６年度名張市介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

 

 

 

  令和６年度名張市介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２０ 号 

 

 

 

 

令和６年度名張市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

 

 

 

 

  令和６年度名張市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２１ 号 

 

 

 

 

令和６年度名張市病院事業会計補正予算（第１号）について 

 

 

 

 

  令和６年度名張市病院事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２２ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて認定

に付する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２３ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定につ 

いて 

 

 

 

  令和５年度名張市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査

委員の意見を付けて認定に付する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２４ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市東山墓園造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市東山墓園造成事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見を付けて認定に付する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２５ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見

を付けて認定に付する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２６ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市介護保険特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見を付

けて認定に付する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２７ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意

見を付けて認定に付する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２８ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市国津財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市国津財産区特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見を

付けて認定に付する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ２９ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市病院事業会計決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市病院事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて認定に付

する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ３０ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市水道事業会計決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて認定に付

する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 
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議案第 ３１ 号 

 

 

 

 

令和５年度名張市下水道事業会計決算の認定について 

 

 

 

 

  令和５年度名張市下水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて認定に

付する。 

 

 

 

 

    令和６年 ９月 ３日提出 

 

                      名張市長  北 川 裕 之 

 

 

51


